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【１ 事務事業の概要 】 

地域の安全・安心の担い手として献身的に活動している消防団員の、老朽化した安全装備品等を、装備基準及び服制基
準に従い更新する。

事務事業開始年度 H23
根拠法令等

消防組織法第6・8条、消防力の整備指針第38条
消防団の装備基準第8条、消防団員被服基準〃  終了予定年度

目
　
　
的

対　　象
(誰､又は何を)

消防団員

意　　図

 ※ 何をねらっているのか。対象をどのような状態にしたいのか。

 機能性、活動性に優れた新基準の安全装備品に順次更新し、より安全で迅速に災害に対応す
る。

【２ 計　画 】

上位施策との関連
（総合計画体系）

章） 美しい環境につつまれた安全なまち

節） 消防・救急体制の充実

施策） 消防体制の充実

手
　
　
段

※ 市が行う事務事業の具体的な実施内容（補助等の場合は、団体の活動内容）

平成23年度
①防寒服の更新（120着）
②安全靴の購入（95足）

平成24年度
③防火服等の更新（10セット）
④制服等の更新 （10着）
⑤雨具の更新（120着）

平成25年度
以　　　降

⑥防火服等の更新（10セット/年）
⑦制服等の更新（10着/年）
⑧盛夏服の更新（120着）

【３ 費用の予定額 】 （単位：千円）

【事業費の推移】 23年度予定額 24年度予定額
25年度以降の予定額

毎年度（参考値）

 地方債
直接事業費

 国支出金

 道支出金

 その他特財 1,000

 一般財源 1,714 1,972 1,468

③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000 9,000

① 合　計 2,714 1,972 1,468 0

② 人　数（年間）

④＝②×③ 0 0 0 0

　総　事　業　費 ①＋④ 2,714 1,972 1,468 0

人  件  費
（概算）



単位

①

②

③

④

①

②

③

評点
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■

□

□

■

□

□

整理番号 443
【４ 指　標 】

【事務事業を評価する指標（ものさし）】 指　　　　　標　　　　　値

指　　　標　　　名 23年度目標 24年度目標 25年度目標 最終目標

活 動
指 標

基 本
指 標

消防団員の安全装備品の充実

【指標の定義（算式等）】

【指標の定義（算式等）】

【５ 評　価 】

チ ェ ッ ク 項 目 選択理由、説明等

【指標の定義（算式等）】

成 果

指 標

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

3 　市の消防団の充実は、行政が行うべきものである。

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度は適切か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

3
　団の活動は、発生した災害により多岐にわたること
から、安全性、機能性、活動性に優れた装備とするこ
とは有効である。

緊
急
性

・すぐに実施する必要があるか
　（緊急度合）
・熟度は高まっているか

3
　現在の装備は旧基準であり、早期に更新する必要が
ある。

評点区分 　　　３　適　切　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　１　不適切

効
率
性

・投入する予算や人員に見合った効果が得られるか
　　（費用対効果の度合）
・効率的な実施方法か
　（同じ経費で他に効率的な方法はないか）

3
　団員の対応する災害は、火災のほか水防対応、人命
捜索など、効率性の判断はなじまない。

公
平
性

・受益者負担の必要性はないか
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏っ
　ていないか

-

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】 法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

民間等での実施または市民等との協働の可能性はほとんどなく、市で実施していく。

民間等での実施または市民等との協働が可能であり、検討していく。

民間等で実施または協働して取り組んでいく。

総　合　判　定 説　　　　　明　（内部評価委員会の意見）

　実施する
　消防団員の活動の安全を確保するため、装備品等の更新（必要最小限の装備品）を実施
すること。

　再検討（見送り）

　実施しない

【事業担当部局による説明】
　多様化・複雑化する災害の増加に伴い、市民のニーズも変化してきている。地域住民の
安心のため、強い使命感と責任感のもと、献身的な活躍をしている団員の安全装備品の充
実は、更なる活躍及び公務災害の抑止のために必要である。

【６ 総合判定と説明 】


